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Ⅰ．基本方針 

一般財団法人日本栄養実践科学戦略機構は、栄養実践科学の専門的かつ戦略的

な教育、研究及び技術開発と、その成果の発信交流及び共有基盤の構築及び運営

を行うことにより、保健医療福祉栄養の発展と拡充、並びに国内外の公衆栄養の

普遍的で持続的な向上に寄与することを目的としている。 

２０２６年度は、栄養実践科学を身につけて人びとに奉仕するより質の高い専

門職としての管理栄養士・栄養士を育成するための教育及び研修システムの整

理・検討を行うとともに、モデル研修を実証・検証する。また、多様で質の高い

研究・開発に向け、産官学連携・協働を推進する。さらに、管理栄養士・栄養士

による教育研究・実践の成果を蓄積するとともに、その活動を広く拡大するため

の情報発信にも取り組む。 

 

Ⅱ．２０２６年度事業計画 

 ２０２６年度においては、以下事業を実施する。 

１．栄養実践科学に係る専門職の教育及び研修事業 

本事業は、国民の生涯にわたる健康づくりを支援する管理栄養士・栄養士を

育成するために、栄養実践科学の指導に係る各種の教育研修等に取り組むもの

である。 

少子高齢化の進行、健康格差の拡大、災害の頻発、医療・介護を取り巻く環

境変化など、社会構造が大きく変化する中、全てのライフステージにおいて栄

養に関する課題は一層複雑化・多様化している。また、社会環境の急激な変化

や人びとのニーズの高度化により管理栄養士・栄養士に求められる役割は拡大

し、その業務内容も専門性・実践力・連携力を要するものへと変化している。   

このような状況を踏まえ、資質の向上を図るとともに、栄養関連事業の実装力

と持続可能性を高めていくことが喫緊の課題となっている。 

そこで、これまで行われてきた管理栄養士・栄養士を中心とする専門職の教

育・研修内容の現状と課題を整理し、今後のあり方について検討する。 

■教育の全体システムの整理・検討 

本事業は、2024年度及び2025年度における、公益社団法人日本栄養士会「生

涯教育制度」の現状分析および課題整理を踏まえ、その推進主体として本法人

の役割を明確化し、生涯教育制度の戦略的展開を図るものである。 

2026年度は、これらの検討成果を基礎として、生涯教育制度を本法人が中核

となって企画・推進する体制の在り方について具体的に検討する。 



また、専門職としての教育内容の質の向上、ICTの活用等を含む実施方法の

改善について整理を行い、キャリアステージに合わせた生涯教育を戦略的かつ

持続的に推進するための枠組みの構築を目指す。 

そのため、日本栄養士会の関係者と意見交換・情報共有を行い、検討を進め

る。 

２．栄養実践科学に係る戦略的調査研究及び同調査研究助成事業 

本事業は、食を命（健康）に結ぶ栄養の科学と、人びとの生活の中で営まれ

る栄養の実践とを統合した学際的・実践的な科学である「栄養実践科学」の発

展を図るため、戦略的に調査研究を推進するものである。 

少子高齢化の進展、疾病構造の変化、健康格差の拡大等を背景に、管理栄養

士・栄養士には、科学的根拠に基づく高度な専門性と実践力がこれまで以上に

求められている。そのため、現場における栄養指導や事業の成果を科学的に検

証し、エビデンスとして蓄積・発信する体制の強化が重要である。 

2026年度は、栄養実践科学の確立と社会実装を見据え、管理栄養士・栄養士

の実践活動に資する重点領域を設定した調査研究を推進するとともに、研究成

果を現場の実践および専門職の能力向上へ還元する循環型の仕組みの構築を図

る。 

■実践的な研修の推進（モデル研修の開発・実証・検証） 

多様化・高度化する栄養分野の社会的ニーズに対応するため、管理栄養士・

栄養士に加え、関連する企業・団体等も対象とした実践的なモデル研修の開発

および効果検証を行う。 

研修テーマの設定にあたっては、本法人の理事及び評議員の専門分野や社会

的課題を踏まえ、栄養実践科学の観点から重点領域を選定する。 

開発した研修については、企業・大学・研究機関等と連携しながら実施し、

受講者の理解度や実践への活用状況等を検証することにより、社会的実装に資

する研修モデルとしての確立を図る。 

また、eラーニングやデジタルコンテンツ等のICTを活用し、対象の多様性に

対応した柔軟かつ持続可能な研修手法の構築を目指す。 

■栄養実践科学に係る調査研究事業の推進 

企業と大学（高崎健康福祉大学）との共同研究として、2025年度より実施を

開始した「栄養モニタリングサービスを用いた尿分析自己測定による事業所従

業員の食生活改善および行動変容の検証」をテーマにした共同研究について、



2026年度も引き続き、進める。 

また、当該研究により得られた知見および成果を、地域住民および企業従事

者の栄養改善および健康づくりに資する形で地域社会へ還元し、行政機関、地

域保健福祉機関、専門職団体等との連携を通じて社会的活用を推進することを

目的として、研究・地域連携運営委員会を開催し、成果の報告を行う。 

３．栄養実践科学に基づく栄養食事療法その他の保健医療福祉等に係

る栄養の指導及び管理に関する技術開発事業 

本事業は、栄養実践科学に基づき、保健医療福祉分野における栄養の指導お

よび管理に関する技術の高度化・体系化を図るものである。 

社会環境や疾病構造の変化に対応した実効性のある技術を確立するためには、

現場の実践を踏まえたエビデンスの蓄積と、多分野との連携による総合的な検

討が不可欠である。 

そのため、企業・大学・研究機関・行政機関等との連携による産学官ネット

ワークを構築し、調査研究の成果を技術開発へと結びつける体制の充実を図る。

あわせて、栄養分野における課題の整理、情報の集約・分析、開発テーマの検

討等を行い、「シンクタンク機能」の強化を目指す。 

■産学官連携によるシンクタンク機能の構築に向けた検討・推進 

 「NUPSエクステンションプラン」 

「シンクタンク機能」を発展させること目指して、栄養実践科学の専門的か

つ戦略的な教育、研究及び技術開発と、その成果をいち早く社会に還元するた

めに、２つの「NUPSエクステンションプラン」に取り組む。  

エクステンション(Extension)とは、拡張、拡大、延長、伸展、伸ばすことで

あり、「Ⅰ 完成したシステムに、新たな機能を追加すること」、「Ⅱ 教育・

研究機能を広く社会に開放すること」の２つの意味があることから、次の２つ

のプランを推進する。 

●プランⅠ エクステンションコンサルティング  

絶えず変化する栄養や健康に関する社会情勢に対応し、多様化する国民ニー

ズを満たすために、民間企業・大学・研究機関等では新たな対策や取り組みが

求められている。そのため、民間企業・大学・研究機関等の相談を受け、経営

戦略・事業開発・業務開発などで抱える課題に対応するための指導助言や企

画・立案を行い、成長へと導くために必要な新たな機能を追加するためのコン

サルティングを行う。 



●実装の導入支援 

NUPSエクステンションプランの具体的な事業展開として、「栄養のあるまち」

の実装に向けた導入支援を継続して実施する。 

本事業は、官民連携による課題解決型のまちづくりを推進する取組の一環と

して、栄養ケア・ステーションを拠点に、地域が抱える栄養課題を整理し、

「どのような地域課題に、どのような方法で取り組むか」を検討するものであ

る。 

2026年度は、「栄養のあるまちづくり」に向けた構想案の作成・検証を支援

するとともに、実装段階に必要な研修やワークショップ等を実施し、地域にお

ける具体的展開を後押しする。 

●プランⅡ エクステンションセミナー  

公益社団法人日本栄養士会では、管理栄養士・栄養士の専門能力向上のため

の生涯教育の推進に取り組んでいる。NUPSではこの教育機能を活かしながら、

最新の「知」を統合し、第一線の学者・実務家等によるセミナーを、「シンク

タンク機能」の活用により、学ぶ意欲のある全ての方々に提供する。 

４．栄養実践科学に関する国際的栄養専門職の人材育成支援事業 

本事業は、公衆衛生上の課題が国内にとどまらず国際的な課題であることを

踏まえ、国境を越えた人材育成を通じて公衆衛生の向上に貢献するものである。 

開発途上国における公衆衛生・公衆栄養分野の課題への支援や国際交流助成

等を通じて、わが国を含む国際社会における栄養課題の解決に資する国際的栄

養専門職の育成を支援する。 

また、東京栄養サミット2021の成果文書（東京宣言）において日本政府が掲

げた「誰一人取り残さない日本の栄養政策」の理念を踏まえ、その取組を国際

的な栄養政策として発信し、国際社会への貢献につなげる。 

５．事業の成果の発信交流並びに共有基盤の構築及び運営 

本事業は、１～４の各事業で得られた研究成果、技術開発の知見、教育・実

践の取組内容等を体系的に整理し、国民をはじめ、関係団体、行政機関、大

学、民間企業等に広く発信するとともに、栄養分野における共有基盤の構築お

よび運営を行うものである。 

情報の発信にとどまらず、管理栄養士・栄養士の専門性を活かした地域・職

域での実践活動を支援し、企業と消費者をつなぐ取組や官民連携による食環境

づくりの推進を図る。また、実践事例や成果を収集・整理し、共有すること



で、他地域・他分野への横展開を促進する。 

さらに、専門性を有する管理栄養士・栄養士の登録・活用を進め、民間企業

や関係機関等からの相談や連携ニーズに対応できる体制を整備する。これによ

り、教育・研究・技術開発の成果を具体的な社会活動へと結びつける仕組みを

強化する。 

これらの取組を通じて、栄養実践科学の成果を社会に還元するとともに、多

様な主体が参画する持続的かつ発展的な連携基盤の充実を図る。 

■栄養の力でつながるプロジェクト 

～管理栄養士・栄養士の栄養の力でつながるウェルビーイングな未来社会の

実現プロジェクト～（つなプロ） 

国では「健康日本21（第三次）」を推進しており、その中でも厚生労働省が

取り組んでいる「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」については、

全都道府県と連携した食環境づくりの取組が進められている。本法人において

も、これらの方針を踏まえ、国民のウエルビーイングの向上に資する食環境づ

くりを推進する。 

本プロジェクトでは、管理栄養士・栄養士の専門性を活かし、国・自治体・

民間企業・地域団体等との連携を図るとともに、企業と消費者をつなぐ仲介的

役割を担いながら、地域や職域における実践活動を支援する。 

あわせて、実践の成果を整理・共有し、関係機関と連携しながら横展開を図

ることで、持続可能な食環境づくりの充実に寄与する。 

■プロフェッショナル人材活用促進事業 

本事業は、「NUPSエクステンションプラン」を推進し、栄養実践科学の成果

を社会に迅速に還元するために必要な人材基盤を強化するものである。 

各事業において専門的な助言や企画立案等を担う管理栄養士・栄養士を「プ

ロフェッショナル人材」として位置づける。 

具体的には、都道府県栄養士会が設置する栄養ケア・ステーション及び公益

社団法人日本栄養士会が認定する認定栄養ケア・ステーションに登録している

管理栄養士・栄養士のうち、本機構の基本理念および方針を理解し、賛同して

活動できる者を対象とする。 

2026年度は、公益社団法人日本栄養士会と連携し、当該人材の登録を促進す

るとともに、民間企業・大学・研究機関等からの相談や事業展開に対応できる

体制の整備を進める。 



■情報の蓄積・共有・活用・発信（ホームページ） 

行政機関・研究機関・学会等と連携し、政策に資する研究成果の蓄積・発信 

の仕組みを検討する。 

また、各事業の成果を広く開示すべく、ホームページ等により発信し、事業

内容の周知を図る。さらに、日本栄養実践科学戦略機構および、その活動の周

知を目的に、パンフレットの作成を検討する。 

６．法人運営事業 

各種事業を円滑に執行するため、透明性のある財務運営を確保し、機動的な

意思決定と責任ある執行を行う。 

 


